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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　 　 　 　 　 　

回次
第95期

前第３四半期
連結累計期間

第96期
当第３四半期
連結累計期間

第95期
前第３四半期
連結会計期間

第96期
当第３四半期
連結会計期間

第95期

会計期間
自平成20年４月１日

至平成20年12月31日

自平成21年４月１日

至平成21年12月31日

自平成20年10月１日

至平成20年12月31日

自平成21年10月１日

至平成21年12月31日

自平成20年４月１日

至平成21年３月31日

売上高 (百万円) 314,067 299,954 101,112 83,748 473,804

経常利益 (百万円) 6,366 6,065 1,761 516 9,854

四半期(当期)純利益(百万円) 3,953 3,207 1,053 166 5,586

純資産額 (百万円) － － 172,381 174,318 172,487

総資産額 (百万円) － － 363,435 357,224 379,093

１株当たり純資産額 (円)　 － － 827.16 834.81 826.08

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 19.32 15.68 5.15 0.81 27.30

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) － － － － －

自己資本比率 (％) － － 46.56 47.79 44.57

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,054 7,130 － － 16,947

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,811 △8,627 － － △9,825

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,657 △3,701 － － △3,519

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)
残高

(百万円) － － 34,067 35,854 41,060

従業員数 (人) － － 8,354 8,668 8,513

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２　売上高には、消費税等は含まれていない。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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２【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更はない。また、

主要な関係会社に異動はない。

　

３【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 8,668　[1,064]

（注）従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［　］内に当第３四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ている。

　

(2）提出会社の状況

　 平成21年12月31日現在

従業員数（人） 6,390　

（注）従業員数は就業人員数である。
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第２【事業の状況】

　

（注）「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

　

１【生産、受注及び販売の状況】

当社グループが営んでいる事業においては、生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載し

ていない。

事業の大部分を占めている設備工事業においては、請負形態をとっているため、販売実績という定義が実態にそぐ

わないことや、設備工事業以外の事業では受注生産形態をとっていないことから、「受注及び販売の状況」について

は、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」における各事業の種類別セグメントの業績に関

連付けて記載している。

また、当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合についても、「４

　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」に注記している。

なお、当社グループにおける受注及び販売の状況の大部分を提出会社が占めているため、提出会社個別の状況を参

考のために記載すると次のとおりである。

　

（設備工事業における提出会社の受注工事高及び完成工事高の状況）

(1）受注工事高、完成工事高及び繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高

期中受注
工事高

計
期中完成
工事高

期末繰越
工事高

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

前第３四半期累計期間
　

（自  平成20年４月１日
至  平成20年12月31日）

屋内線・
環境設備工事

160,636162,663323,300126,219197,080

情報通信工事 9,900 29,255 39,156 24,735 14,421

配電線工事 2,151 121,192123,343118,467 4,876

工務関係工事 22,146 25,524 47,671 21,131 26,539

計 194,835338,635533,470290,552242,917

当第３四半期累計期間
　

（自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日）

屋内線・
環境設備工事

171,352135,862307,215117,188190,027

情報通信工事 8,398 31,290 39,688 28,863 10,824

配電線工事 2,733 112,652115,386110,513 4,872

工務関係工事 25,590 27,823 53,414 19,827 33,586

計 208,074307,629515,704276,393239,310

前事業年度
　

（自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日）

屋内線・
環境設備工事

160,636206,199366,836195,483171,352

情報通信工事 9,900 39,560 49,460 41,062 8,398

配電線工事 2,151 166,788168,939166,205 2,733

工務関係工事 22,146 35,490 57,636 32,046 25,590

計 194,835448,038642,873434,798208,074

（注）１　前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増

減額を含む。したがって、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれる。

２　期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）である。
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(2）受注工事高

期別 区分

官公庁 民間 計

 東京電力㈱ その他  

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

前第３四半期会計期間

　

（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

屋内線・環境設備工事 618 604 44,130 45,353

情報通信工事 90 802 8,807 9,699

配電線工事 2 39,818 750 40,571

工務関係工事 39 4,142 3,090 7,272

計 751 45,368 56,777 102,897

当第３四半期会計期間

　

（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

屋内線・環境設備工事 687 684 38,775 40,146

情報通信工事 155 686 9,733 10,575

配電線工事 － 35,630 580 36,211

工務関係工事 25 5,246 5,237 10,509

計 868 42,248 54,326 97,443

　

(3）完成工事高

期別 区分

官公庁 民間 計

 東京電力㈱ その他  

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

前第３四半期会計期間

　

（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

屋内線・環境設備工事 512 239 41,302 42,053

情報通信工事 74 750 6,837 7,662

配電線工事 71 37,603 765 38,441

工務関係工事 6 3,088 2,296 5,392

計 665 41,682 51,202 93,549

当第３四半期会計期間

　

（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

屋内線・環境設備工事 1,093 445 23,318 24,857

情報通信工事 34 631 8,584 9,249

配電線工事 － 34,952 597 35,549

工務関係工事 372 4,486 980 5,839

計 1,500 40,516 33,479 75,496

　

(4）繰越工事高

　 平成21年12月31日現在

区分

官公庁 民間 計

 東京電力㈱ その他  

（百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

屋内線・環境設備工事 9,041 3,212 177,773 190,027

情報通信工事 485 103 10,235 10,824

配電線工事 － 4,840 31 4,872

工務関係工事 203 16,311 17,071 33,586

計 9,729 24,468 205,112 239,310

　

２【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はない。

　　

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。

　

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものである。 

 

(1）業績の状況

当社グループを取り巻く事業環境は、民間企業の設備投資の縮減等により国内建設投資が一段と減少し、それに

加え、電力設備投資も引き続き圧縮措置が講じられたことから、極めて厳しいものとなった。
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この結果、当第３四半期連結会計期間の業績は、売上高837億４千８百万円（前第３四半期連結会計期間比173億

６千３百万円減）、営業利益２億１千７百万円（前第３四半期連結会計期間比12億５千９百万円減）、経常利益５

億１千６百万円（前第３四半期連結会計期間比12億４千４百万円減）、四半期純利益１億６千６百万円（前第３四

半期連結会計期間比８億８千６百万円減）となった。 

 

①事業の種類別セグメント

（設備工事業）

当社グループの主たる事業である設備工事業の業績は、新規受注高1,041億５千７百万円（前第３四半期連結

会計期間比48億３千６百万円減）、完成工事高829億８千２百万円（前第３四半期連結会計期間比167億２千万円

減）、営業利益１億５千８百万円（前第３四半期連結会計期間比12億４千４百万円減）となった。

 

（電気機器販売業等）

電気機器販売業等の業績は、売上高７億６千５百万円（前第３四半期連結会計期間比６億４千３百万円減）、

営業利益４千９百万円（前第３四半期連結会計期間比５千８百万円減）となった。

 

②所在地別セグメント

在外連結子会社及び主要な在外事業所がないため、記載していない。 

 

（注）当社グループの売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は、次のとおりで

ある。

前第３四半期連結会計期間 東京電力㈱ 41,713百万円 41.3％　

当第３四半期連結会計期間 東京電力㈱ 42,696百万円 51.0％
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により資金が増

加したものの、投資活動及び財務活動による資金の減少があったことから、第２四半期連結会計期間末から６億６

千１百万円減少した。これにより、当第３四半期連結会計期間末残高は、358億５千４百万円となった。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間では、営業活動によって46億９千４百万円の資金が増加した（前第３四半期連結会計

期間比49億９千万円増）。

当第３四半期連結累計期間における営業活動による資金の増加は71億３千万円であり、これは、税金等調整前四

半期純利益69億１百万円、売上債権の減少額320億６千万円、未成工事受入金の増加額94億８千万円などの資金増加

要因が、未成工事支出金の増加額80億５千３百万円、仕入債務の減少額259億６百万円などの資金減少要因を上回っ

たことによるものである。　

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間では、投資活動によって30億７千１百万円の資金が減少した（前第３四半期連結会計

期間比13億７千４百万円減）。

当第３四半期連結累計期間における投資活動による資金の減少は86億２千７百万円であり、これは主に、有価証

券の償還により100億円の収入があったものの、有価証券の取得に110億円、有形固定資産の取得に33億７千６百万

円、投資有価証券の取得に13億１千９百万円を支出したことによるものである。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間では、財務活動によって22億９千９百万円の資金が減少した（前第３四半期連結会計

期間比４億３百万円減）。

当第３四半期連結累計期間における財務活動による資金の減少は37億１百万円であり、これは主に、配当金の支

払に28億６千３百万円を支出したことによるものである。　

 

(3）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前連結会計年度末に比べ218億６千９百万円減少し、3,572億２千４

百万円となった。

　

（資産の部）

流動資産は、主に受取手形・完成工事未収入金等が319億１千４百万円減少したことから、流動資産合計で前連結

会計年度末に比べ254億８千万円減少した。

固定資産は、主に投資有価証券が26億２千６百万円増加したことから、固定資産合計で前連結会計年度末に比べ

36億１千１百万円増加した。

　

（負債の部）

負債の部は、主に流動負債の支払手形・工事未払金等が261億６千９百万円減少したことから、負債合計で前連結

会計年度末に比べ236億９千９百万円減少した。

　

（純資産の部）

純資産の部は、主にその他有価証券評価差額金が14億２千５百万円増加したことから、純資産合計で前連結会計

年度末に比べ18億３千万円増加した。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題に重要な変更はない。 

 

(5）研究開発活動

当第３四半期連結会計期間における当社グループの研究開発費は、２億１千万円である。

 　　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

 7/31



第３【設備の状況】

　

（注）「第３　設備の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示している。

　

(1）主要な設備の状況

（提出会社及び国内子会社）

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

①当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画していた重要な設備の新設、除却等につ

いて、重要な変更はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。

　

②第２四半期連結会計期間末に計画していた設備計画のうち、当第３四半期連結会計期間に取得したものは、次の

とおりである。

会社名
事業所名
（所在地）

事業の種類別
セグメントの名称

内容
投資額
（百万円）

備考

㈱関電工

東京支店他

（東京都文京区他）

設備工事業 車両運搬具 1,033主に配電線工事の作業用車両等

設備工事業 機械装置等 183主に配電線工事の作業用機械等
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 820,000,000

計 820,000,000

　

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)

（平成21年12月31日）

提出日現在発行数(株)
（平成22年２月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 205,288,338 205,288,338
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数は1,000株

である。

計 205,288,338 205,288,338 － －

（注）昭和19年９月１日設立時の現物出資13,810株が含まれている。

　

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項なし。

　

（3）【ライツプランの内容】

該当事項なし。

　

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成21年10月１日～

平成21年12月31日
－ 205,288,338 － 10,264 － 6,241

　

（5）【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握していない。
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（6）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしている。

　

①【発行済株式】

　 平成21年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式      751,000

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式  203,099,000 203,099 －

単元未満株式 普通株式    1,438,338 －
１単元（1,000株）
未満の株式

発行済株式総数 205,288,338 － －

総株主の議決権 － 203,099 －

（注）１　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権の数１個)含まれてい

る。

２　「総株主の議決権」の欄には、証券保管振替機構名義の議決権の数が１個含まれている。

　

②【自己株式等】

　 平成21年９月30日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数(株)

他人名義所有
株式数(株)

所有株式数の
合計(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

㈱関電工 東京都港区芝浦４丁目８番33号 751,000 － 751,000 0.36

計 － 751,000 － 751,000 0.36

（注）平成21年12月31日現在の自己株式数は、795,000株である。

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

　
５月

　
６月

　
７月

　
８月

　
９月

　
10月

　
11月

　
12月

最高(円) 696 676 735 725 659 645 614 595 613

最低(円) 601 615 671 619 603 588 546 512 566

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書には平成21年７月１日現在の役員の状況を記載しているが、それ以降当四半期報告書

提出日までの役員の異動は、次のとおりである。

　

役職の異動

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役副社長
(代表取締役)　

営業統轄本部
本部長代理
[業務全般、
グループ営業推進室、
安全・環境本部、
安全衛生協力会担当]

取締役副社長
(代表取締役)

営業統轄本部
本部長代理
[業務全般、
安全・環境本部、
安全衛生協力会担当] 

富岡  克昭 平成22年１月29日

　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

11/31



第５【経理の状況】

　

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14

号)に準じて記載している。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結会

計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間(平成20年10月１日から平

成20年12月31日まで)及び前第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び当第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表について、井上監査法人による四

半期レビューを受けている。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 30,508 44,320

受取手形・完成工事未収入金等 ※4
 52,406 84,321

有価証券 21,002 11,001

未成工事支出金 ※3
 86,668 78,614

材料貯蔵品 9,799 7,025

その他 12,422 13,842

貸倒引当金 △1,343 △2,180

流動資産合計 211,464 236,944

固定資産

有形固定資産

土地 ※5
 59,228 59,290

その他（純額） ※5
 29,327 30,512

有形固定資産合計 ※1
 88,555

※1
 89,802

無形固定資産 2,311 2,264

投資その他の資産

投資有価証券 32,971 30,345

その他 26,782 24,745

貸倒引当金 △4,862 △5,009

投資その他の資産合計 54,892 50,081

固定資産合計 145,760 142,148

資産合計 357,224 379,093

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 ※4
 56,097 82,267

短期借入金 10,686 10,264

未払法人税等 1,695 2,342

未成工事受入金 54,569 45,089

工事損失引当金 ※3
 2,878 2,994

その他の引当金 679 965

その他 ※4
 10,515 14,597

流動負債合計 137,121 158,520

固定負債

長期借入金 300 1,282

退職給付引当金 33,122 34,213

その他の引当金 973 923

その他 11,387 11,666

固定負債合計 45,784 48,085

負債合計 182,906 206,605
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,264 10,264

資本剰余金 6,426 6,426

利益剰余金 156,960 156,614

自己株式 △453 △415

株主資本合計 173,197 172,889

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5,307 3,881

土地再評価差額金 △7,792 △7,791

評価・換算差額等合計 △2,485 △3,909

少数株主持分 3,606 3,507

純資産合計 174,318 172,487

負債純資産合計 357,224 379,093
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

完成工事高 314,067 299,954

完成工事原価 291,119 276,737

完成工事総利益 22,947 23,216

販売費及び一般管理費 ※1
 17,512

※1
 18,000

営業利益 5,435 5,215

営業外収益

受取配当金 631 555

その他 647 525

営業外収益合計 1,279 1,081

営業外費用

支払利息 161 124

為替差損 84 －

その他 102 107

営業外費用合計 348 231

経常利益 6,366 6,065

特別利益

前期損益修正益 221 ※2
 980

投資有価証券売却益 123 －

その他 7 18

特別利益合計 352 999

特別損失

固定資産除却損 － 88

投資有価証券評価損 755 59

その他 75 15

特別損失合計 830 163

税金等調整前四半期純利益 5,888 6,901

法人税等 ※3
 1,884

※3
 3,574

少数株主利益 50 119

四半期純利益 3,953 3,207
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

完成工事高 101,112 83,748

完成工事原価 93,844 77,903

完成工事総利益 7,268 5,844

販売費及び一般管理費 ※1
 5,791

※1
 5,627

営業利益 1,476 217

営業外収益

受取配当金 214 189

その他 225 194

営業外収益合計 440 383

営業外費用

支払利息 51 38

為替差損 65 －

その他 38 44

営業外費用合計 155 83

経常利益 1,761 516

特別利益

前期損益修正益 － 25

投資有価証券売却益 123 －

その他 28 0

特別利益合計 151 25

特別損失

投資有価証券評価損 316 27

固定資産除却損 － 14

その他 44 7

特別損失合計 361 48

税金等調整前四半期純利益 1,552 493

法人税等 ※2
 507

※2
 302

少数株主利益又は少数株主損失（△） △7 24

四半期純利益 1,053 166
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 5,888 6,901

減価償却費 4,256 4,437

貸倒引当金の増減額（△は減少） 382 △985

工事損失引当金の増減額（△は減少） － △116

退職給付引当金の増減額（△は減少） △2,429 △1,090

受取利息及び受取配当金 △876 △726

支払利息 161 124

投資有価証券評価損益（△は益） 755 59

投資有価証券売却損益（△は益） △114 △11

持分法による投資損益（△は益） △20 －

売上債権の増減額（△は増加） 42,744 32,060

未成工事支出金の増減額（△は増加） △22,502 △8,053

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） － △2,774

仕入債務の増減額（△は減少） △29,520 △25,906

未成工事受入金の増減額（△は減少） 12,658 9,480

その他 △5,150 △2,810

小計 6,233 10,588

利息及び配当金の受取額 868 727

利息の支払額 △161 △124

法人税等の支払額 △886 △4,060

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,054 7,130

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △173 606

有価証券の取得による支出 △5,000 △11,000

有価証券の売却及び償還による収入 2,000 10,000

有形固定資産の取得による支出 △3,637 △3,376

有形固定資産の売却による収入 161 41

投資有価証券の取得による支出 △1,078 △1,319

投資有価証券の売却及び償還による収入 519 59

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

804 －

貸付けによる支出 △32 △146

貸付金の回収による収入 42 10

その他 △415 △3,502

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,811 △8,627
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（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 114 △350

長期借入れによる収入 200 100

長期借入金の返済による支出 △410 △310

配当金の支払額 △2,455 △2,863

その他 △106 △277

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,657 △3,701

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 △8

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,435 △5,205

現金及び現金同等物の期首残高 37,503 41,060

現金及び現金同等物の四半期末残高 34,067 35,854
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　
会計処理基準に関する

事項の変更

　
(1）完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更

請負工事に係る収益の計上基準については、従来、主に工事完成基準を適用していた

が、「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号  平成19年12月27日)及び「工

事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27

日)を第１四半期連結会計期間より適用し、第１四半期連結会計期間に着手した工事契

約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の工事

については工事完成基準を適用している。

これにより、当第３四半期連結累計期間の完成工事高は3,535百万円増加し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は、それぞれ251百万円増加している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。　
　

　
　

　
(2）重要な引当金の計上基準の変更

退職給付引当金

当社は、数理計算上の差異について、従来、発生額の概ね90％が費用処理される定率法

(５年)を採用していたが、数理計算上の差異を発生年度ごとに管理するとともに、各連

結会計年度の発生額を平均残存勤務期間内の一定の年数で按分する方法により全額費

用処理し、期間損益計算の適正化を図るため、第１四半期連結会計期間から定額法(５

年)に変更している。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益は、それぞれ748百万円増加している。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。　
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【表示方法の変更】

（四半期連結貸借対照表関係）

 当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

　
「工事損失引当金」は、前第３四半期連結会計期間末において、流動負債の「引当金」に含めて表示していたが、「工

事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号  平成19年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第18号  平成19年12月27日)を第１四半期連結会計期間より適用したことを契機として、区分掲

記した。

なお、前第３四半期連結会計期間末の流動負債の「引当金」に含まれている金額は2,267百万円である。
　
　
前第３四半期連結会計期間末において区分掲記していた「負ののれん」は、負債純資産合計の100分の１以下である

ため、固定負債の「その他」に含めている。

なお、当第３四半期連結会計期間末の固定負債の「その他」に含まれている金額は318百万円である。
　

　

（四半期連結損益計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）　

　
前第３四半期連結累計期間において区分掲記していた営業外費用の「為替差損」は、営業外費用総額の100分の20以

下であるため、営業外費用の「その他」に含めている。　

なお、当第３四半期連結累計期間の営業外費用の「その他」に含まれている金額は７百万円である。

　
前第３四半期連結累計期間において区分掲記していた特別利益の「投資有価証券売却益」は、特別利益総額の100分

の20以下であるため、特別利益の「その他」に含めている。　

なお、当第３四半期連結累計期間の特別利益の「その他」に含まれている金額は11百万円である。

　
前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、特別損失総額の100

分の20を超えたため、区分掲記した。

なお、前第３四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれている金額は22百万円である。　

　

 当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）　

　
前第３四半期連結会計期間において、特別利益の「その他」に含めていた「前期損益修正益」は、特別利益総額の100

分の20を超えたため、区分掲記した。　

なお、前第３四半期連結会計期間の特別利益の「その他」に含まれている金額は20百万円である。

　
前第３四半期連結会計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、特別損失総額の100

分の20を超えたため、区分掲記した。　

なお、前第３四半期連結会計期間の特別損失の「その他」に含まれている金額は８百万円である。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　
営業活動によるキャッシュ・フローの「工事損失引当金の増減額(△は減少)」は、前第３四半期連結累計期間におい

て営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していたが、重要性が増加したため区分掲記した。

なお、前第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている金額は△1,030

百万円である。
　
　
営業活動によるキャッシュ・フローの「その他のたな卸資産の増減額(△は増加)」は、前第３四半期連結累計期間に

おいて営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示していたが、重要性が増加したため区分掲記し

た。

なお、前第３四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含まれている金額は△1,209

百万円である。
　

　

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　
１　一般債権の貸倒見積高の

算定方法

　
当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度に算定したものから

著しい変動がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して一般

債権の貸倒見積高を算定している。
　

　
２　棚卸資産の評価方法

　
一部の棚卸資産は、実地棚卸を省略し前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として

合理的な方法により算定している。
　

　
３　固定資産の減価償却費の

算定方法

　
定率法による減価償却費は、当連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算

定している。
　

　
４　経過勘定項目の算定方法

　
一部の経過勘定項目は、合理的な算定方法による概算額で計上している。
　

　
５　法人税等並びに繰延税金

資産及び繰延税金負債の

算定方法

　
繰延税金資産の回収可能性の判断は、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時

差異等の発生状況に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度で使用した将

来の業績予測やタックス・プランニングを利用している。
　　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　
税金費用の計算

　
税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当

該見積実効税率を乗じて計算している。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

　
※１　有形固定資産の減価償却累計額は、98,540百万円で

ある。　
　

　
※１　有形固定資産の減価償却累計額は、97,857百万円で

ある。
　

　
２　偶発債務

当社は、下記のとおり銀行借入に対して、保証を

行っている。　

　
２　偶発債務

当社は、下記のとおり銀行借入に対して、保証を

行っている。

保証先 保証額（百万円）

従業員（住宅資金） 2,088

　

保証先 保証額（百万円）

従業員（住宅資金） 2,189

　
　
※３　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支

出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示し

ている。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金のうち、工事損失引当金に対応する額は1,797

百万円である。 
　

　
―――――――

　
※４　四半期連結会計期間末日満期手形の取扱い

当第３四半期連結会計期間末日は金融機関の休

業日のため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

については、満期日に決済が行われたものとして処

理している。 
　

　
―――――――

受取手形 307百万円

支払手形 150〃

流動負債その他（営業外支払手形） 272〃
　

　

　
※５　直接減額方式による圧縮記帳額は、土地建物等93百

万円である。
　

　
―――――――
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（四半期連結損益計算書関係）

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 8,377百万円

事務用品費 1,225〃
　

従業員給料手当 8,794百万円

事務用品費 1,208〃
　

　
―――――――

　
※２　前期損益修正益の主なものは、貸倒引当金戻入額で

ある。
　
※３　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」は、「法人税等」として一括して記載してい

る。
　

　
※３　法人税等の表示方法

同左

　　

第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

　
※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりである。

従業員給料手当 2,696百万円

事務用品費 406〃
　

従業員給料手当 2,823百万円

事務用品費 370〃
　

　
※２　法人税等の表示方法

「法人税、住民税及び事業税」と「法人税等調整

額」は、「法人税等」として一括して記載してい

る。
　

　
※２　法人税等の表示方法

同左

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　
現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残

高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成20年12月31日現在）

　
現金及び現金同等物の当第３四半期連結累計期間末残

高と当第３四半期連結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

現金預金勘定 31,038百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,960〃

取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資(有価証券)
9,989〃

現金及び現金同等物 34,067〃
　

現金預金勘定 30,508百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,653〃

取得日から３か月以内に償還期限の

到来する短期投資(有価証券)　
11,999〃

現金及び現金同等物 35,854〃
　

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　205,288千株

　

２．自己株式の種類及び株式数
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普通株式　　　795千株

　

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月26日

定時株主総会
普通株式 1,227百万円 6.0円 平成21年３月31日平成21年６月29日利益剰余金

平成21年10月30日

取締役会
普通株式 1,636百万円 8.0円 平成21年９月30日平成21年12月４日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日）

　
設備工事業　

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 99,703 1,408 101,112 － 101,112

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
19 6,515 6,534 （6,534） －

計 99,722 7,924 107,646 （6,534） 101,112

営業利益 1,402 108 1,511 (34） 1,476

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日）

　
設備工事業

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 82,982 765 83,748 － 83,748

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
30 5,637 5,668 （5,668） －

計 83,013 6,403 89,416 （5,668） 83,748

営業利益 158 49 208 8 217

　

前第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日）

　
設備工事業

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 309,252 4,814 314,067 － 314,067

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
68 22,255 22,323 （22,323） －

計 309,321 27,069 336,390（22,323） 314,067

営業利益 5,046 414 5,461 (26） 5,435
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当第３四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　
設備工事業

（百万円）

電気機器
販売業等
（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

売上高 　 　 　 　 　

(1）外部顧客に対する売上高 297,250 2,703 299,954 － 299,954

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
88 19,347 19,436 （19,436） －

計 297,339 22,051 319,390（19,436） 299,954

営業利益 4,784 342 5,126 89 5,215

（注）１  事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1）事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分している。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

設備工事業      ：電気・管工事その他設備工事全般に関する事業

電気機器販売業等：電気機械、器具の販売及びその他の事業

２  会計処理の変更

当第３四半期連結累計期間（自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日）

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の「会計処理基準に関する事項

の変更(1)完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期間よ

り、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を適用している。

この結果、当第３四半期連結累計期間において、「設備工事業」の外部顧客に対する売上高が3,535百万

円、営業利益が251百万円増加しているが、「電気機器販売業等」の売上高及び営業利益には影響がない。

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」の「会計処理基準に関する事項

の変更(2)重要な引当金の計上基準の変更」に記載のとおり、当社は、数理計算上の差異について、従来、定

率法(５年)により費用処理していたが、第１四半期連結会計期間より、定額法(５年)により費用処理する

方法に変更している。

この結果、当第３四半期連結累計期間において、「設備工事業」の営業利益が748百万円増加している

が、「電気機器販売業等」の営業利益には影響がない。

　

【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日  至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日  至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日  至

平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日）

在外連結子会社及び主要な在外事業所がないため、記載していない。

　

【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日  至平成20年12月31日）及び当第３四半期連結会計期間

（自平成21年10月１日  至平成21年12月31日）並びに前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日  至

平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日  至平成21年12月31日）

　海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 834.81円 １株当たり純資産額 826.08円

（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
当第３四半期
連結会計期間末

（平成21年12月31日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

純資産の部の合計額 （百万円） 174,318 172,487

純資産の部の合計額から控除する金額 （百万円） 3,606 3,507

（うち少数株主持分） （百万円） (3,606) (3,507)

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額 （百万円） 170,712 168,980

普通株式の四半期末(期末)株式数 （千株） 204,492 204,555

　

２．１株当たり四半期純利益金額

前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 19.32円 １株当たり四半期純利益金額 15.68円

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益 （百万円） 3,953 3,207

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 3,953 3,207

普通株式の期中平均株式数 （千株） 204,607 204,540

　

前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

１株当たり四半期純利益金額 5.15円 １株当たり四半期純利益金額 0.81円

（注）１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していない。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　
前第３四半期連結会計期間
（自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

四半期純利益 （百万円） 1,053 166

普通株主に帰属しない金額 （百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益 （百万円） 1,053 166

普通株式の期中平均株式数 （千株） 204,588 204,528
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２【その他】

中間配当に関する取締役会の決議は、次のとおりである。

(1）決議年月日 平成21年10月30日

(2）中間配当金の総額 1,636百万円

(3）１株当たりの金額 ８円

(4）支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成21年12月４日

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払を行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項なし。
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　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

平成21年２月５日

株式会社　関　電　工

取　締　役　会　　御中

　

井　上　監　査　法　人

　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 萱　嶋　秀　雄　　印

　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 平　松　正　己　　印

　

　 業務執行社員 　 公認会計士 林　　　映　男　　印
　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社関電工の平

成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12

月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、

すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成20年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　
　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはⅩＢＲＬデータ自体は含まれていない。

　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

30/31



　 独立監査人の四半期レビュー報告書 　

　

平成22年２月５日

株式会社　関　電　工

取　締　役　会　　御中

　

井　上　監　査　法　人

　

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士 平　松　正　己　　印

　

　 業務執行社員 　 公認会計士 林　　　映　男　　印
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社関電工の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関電工及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日

をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は退職給付引当金に関

する計上基準について、数理計算上の差異の費用処理方法を変更している。　

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

　
　（注）１　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはⅩＢＲＬデータ自体は含まれていない。

　

EDINET提出書類

株式会社関電工(E00074)

四半期報告書

31/31


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１生産、受注及び販売の状況
	２事業等のリスク
	３経営上の重要な契約等
	４財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（2）新株予約権等の状況
	（3）ライツプランの内容
	（4）発行済株式総数、資本金等の推移
	（5）大株主の状況
	（6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該四半期累計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書
	第３四半期連結累計期間
	第３四半期連結会計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更
	表示方法の変更
	簡便な会計処理
	四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

